
スーパーグローバル大学創成支援（タイプＢ）上智大学 取組概要

【構想の名称】
多層的ハブ機能を有するグローバルキャンパスの創成と支援ガバナンスの確立

【SGUの取組を通じて目指す大学の将来像】
本構想における本学の目標は、本学独自のグローバルキャンパスを構成し、世界をつなぐコネクト・ハブの機能を発揮するこ
とである。すなわち、グローバル化のもとでネットワークを多層化し、学生の学びとそれを支える教職員が一体となり、グロー
バル人材の還流拠点として、グローバル社会に対応する高等教育・研究の結節点としての交流プラットフォームを提供し、多
文化共生社会を担う人材を育てることにある。

１．構想の概要

構想概要 実施体制

【構想の概要】
本構想の基本的実現項目は、多層的ハブ機能を有するグローバル・キャンパスの創成と支援ガバナンスの確立を通じ、
聖フランシスコ・ザビエルから受け継がれているキリスト教精神を源泉とした教育の精神を備えつつ、地球的課題に対し
て果敢にチャレンジする人材を国籍の枠を超えて育成する先導的なグローバル教育を展開すること、そしてそれを実現
させる環境を整備することである。その方策の柱を、「1. 世界を繋ぐ叡智（ｿﾌｨｱ）の醸成」、「2. グローバル・キャンパス
の創成」、「3. 世界に並び立つ教育研究を支援するガバナンス改革」の3点として明示している。

「1. 世界を繋ぐ叡智（ｿﾌｨｱ）の醸成」では、（1）カトリック大学としての教育の個性化とネットワーク化、（2）グローバル教
養教育の体系化と展開、および専門教育との有機的結合、（3）海外に求心力を持つ大学院の整備及び研究拠点の設
置を目指し、急速な人類社会の変化とそこでの課題解決に資する特徴ある教育・研究活動の拡充、を図る。

「2. グローバル・キャンパスの創成」では、（1）学生・教職員のモビリティの促進、（2）構成員・キャンパス文化の多様性
の確保、（3）国際機関、海外大学、産業界との連携枠組みの充実、を図り、独自性の高い教育プログラムを提供し、海
外拠点や海外協定校を含む多層的ネットワークが展開する教育・研究のプラットフォームの形成を目指す。

「3. 世界に並び立つ教育研究を支援するガバナンス改革」では、（1）世界に並び立つ大学として、独自性と汎用性を併
せ持つ制度の確立、（2）「小さな総合大学」としての柔軟な制度設計と運用、（3）人事評価、教職員構成などの先進的取
り組み、を要点とする。グローバル・キャンパス構築を支える教学体制を打ち出し、ダイナミックに変化するグローバル社
会に対応する教学政策並びに大学運営の意思決定プロセスを迅速化・高度化する。



【１０年間の計画概要】

○ 学融合型英語コース(SEMEP)の立ち上げ
5学部8学科で展開する英語を教授用語とするプログラム(Sophia English Medium Education Program: SEMEP)を軸とする地

球規模課題解決のための学融合型グローバル教育の展開を促進する。

○ 在外履修制度の拡充
海外拠点や協定校のネットワークを活かして展開する海外大学・機関との連携プログラムを実施する。すでに、外国語学部

ドイツ語学科でベルリン自由大学等との在外履修制度を導入しているが、本学から当該学科の学生がドイツに移動して1 学
期間ドイツ語及びドイツ文化を学ぶ教育環境を整える。先方からは本学の日本研究の分野への学生の派遣という双方向の
国際教育交流を学部段階で実現し、英語、日本語、ドイツ語の3 言語による学びが可能となる。この制度を他の学科（文学
部英文学科、ドイツ文学科、フランス文学科、外国語学部フランス語学科、イスパニア語学科）にも導入していく。

○ カトリック大学ネットワークの強化
イエズス会やキリスト教系教育機関とのネットワークを活用し、49ヶ国239校（2015年6月時点）ある交換留学協定校及び海

外指定高校を更に増加させ、本学独自の教育研究ネットワーク網を強化し、学生のモビリティを活発化させていく。

○ 多様な学生に対応する入試制度
国際バカロレア試験の採用を全学に拡充することで入学機会を多様かつ柔軟に設定する。また、遠隔面接や渡日前入試

制度を実施するとともに、キリスト教ネットワークも利用して海外指定校出身者の入学希望者を受入れる。

○ 年俸制の拡充
高度専門領域の職務担当者（リサーチ・アドミニストレーター、アドミッション・オフィサー、カリキュラム・コーディネーター、ＩＲ、

人材開発のプロフェッショナル）に対して年俸制を導入し、グローバル教育に資する職員の確保に努める。

○ 教員評価制度の導入
「教育」、「研究」、「社会貢献」、「学内行政」の観点に基づき目標設定と実績評価を行い、昇任、報酬、研究費配分、学内行

政、委員会等の職務軽減、サバティカル取得等に反映させ、教員のモチベーション向上と組織活性化につなげる。

【特徴的な取組（国際化、ガバナンス改革、教育改革等）】
全学部・全研究科が一つのキャンパスにある都市型の「小さな総合大学」としての優位性と海外拠点や海外協定校を含む豊
富なネットワークが展開する教育・研究のプラットフォームとしての多層的「グローバルキャンパス」を創成するため、本学は
次の特徴的な取組を果敢かつ迅速に展開する。

「世界をつなぐ叡智の醸成」
1） カトリック大学としての教育の個性化とネットワーク化
建学の理念と教育精神に基づいた人間教育の深化を目指し、人間の尊厳を脅かす貧困・環境・教育・倫理の各課題の解決
に貢献する教育の体系化を志向する。さらにこのことを補完するねらいから、カトリック大学のネットワークを利用したキャン
パスのグローバル化を図る。
2） グローバル教養教育の体系化とその展開、専門教育との有機的結合
英語を教授用語とするプログラム（SEMEP）を軸に、学融合型グローバル教育の展開を促進する。さまざまな学部学科が相
互に連携することで英語による学融合型の教育課程を可能にし、多文化共生社会を支える人材育成に資する先駆的プログ
ラムとして展開する。特にグローバル教養教育については、高学年までの体系的整備を図り、専門教育との有機的、効果的
な結合を図る。
3）海外に求心力を持つ大学院の整備及び研究拠点の設置
海外拠点や協定校のネットワークを生かして海外大学・海外大学院との連携プログラムを実施する。在外履修制度を拡充し、
ダブル・ディグリー、ジョイント・ディグリー及び「海外大学院特別進学制度」の締結校を拡大する。
「グローバル・キャンパスの創成」
1） 学生のモビリティの促進
学生のモビリティを活発化させるために入学前語学教育プログラムを開設し、秋入学・クォーター制を導入し、外国人留学生
のための奨学金制度を拡充させる。また、多様な学生を受入れるために、交換留学協定校や海外指定校を増加させると共
に、入学制度の柔軟化を図る。
2） 構成員・キャンパス文化の多様性の確保
今後、加速するグローバル化に伴い、外国人教職員の受入れ促進、並びに海外で学位を取った日本人教員比率を増やし、
課題解決に資するグローバル・コンピテンシーを獲得するための教育研究活動を活発化させる。
3） 国際機関、海外大学、産業界との連携枠組みの充実
本学と海外2大学と共同する3ウェイプログラムを拡大する。3大学のプログラムが相互に連携することで、新しい視点での学
際的、国際的教育プログラムを創出する。国際機関・産業界との連携枠組みによる取り組みとして学部横断型の「グローバ
ル・コンピテンシー・プログラム」を開設し、本学の教育精神を体現する社会のリーダーを数多く輩出することを目指す。
「世界に並び立つ教育研究を支援するガバナンス改革」
「小さな総合大学」として柔軟な制度設計と運用、IRの推進、意思決定プロセスの迅速化と高度化を図っていく。また、グロー
バルFD・SDを促進し、国際通用性を持つ教職員のグローバルコンピテンシーの向上と継続を図る。国際アドバイザリーボー
ドを設置し、海外の有識者との意見交換およびその反映によって国際通用性を担保する。



国際化関連

■ 共通の成果指標と達成目標

○ 留学カウンセラーの配置
2015年1月から留学カウンセリング制度を導入。海外の教育制度や国ごとの留学手続きやビザ問題、留学のための英

語学習方法など留学関連の必要知識や相談スキルを総合的に備えたエキスパートスタッフが個々の学生に対してきめ
細やかに相談対応をしている。（相談件数 2015年3月105件）

ガバナンス改革関連

○ IR関連システムの構築

教育研究、管理運営など政策立案、意思決定に必要な情報を一元管理し、統合された情報を分析し、改革を支
援するため、教務・入試・人事・財務などの業務システムデータベースの情報を統合管理するデータウェアハウス
を構築した。また、その情報を分析・集計・加工・出力するツールの活用を開始した。

教育改革関連

○ 外部入試の活用
2015年度入試から、TEAP利用型入試を一般入試に導入することで、外部試験を積極的に活用し、多様なバックグラ
ウンドを持つ学生の受入れの促進、多面的な入学者選抜を実施。2015年度一般入試（TEAP利用型）では、延べ9,106
名の志願者を集めた。

○ 随時選考方式（Rolling Admission）の導入
海外指定校7校のうち、秋入学対象となる学校は4校あるが、学校ごとに学年暦や学内選考等の事情が異なるため、よ
り弾力的な受入を推進するため、2015年度秋入試より随時選考方式（Rolling Admission）を導入した。選考方法は、
書類選考（渡日前選考）とし、必要に応じてSkype等による面接も行った。

○ 教員対象のCLIL研修の実施
CLILの世界的権威であるChristiane Dalton-Pufferウィーン大学教授を招聘し、外国語による授業法のセミナー及び研
修会を実施。CLILは1年次生の語学の必修科目及び2年次生以上の語学科目で取り入れられており、授業の質向上
に寄与することができた。

○ グローバル教育センターの開設

２０１２年に外国語学部に開設したグローバル教育センターを、２０１５年度より全学組織とした。

長期・短期留学制度、実践型プログラムの拡大をはじめ、グローバル人材養成を目的とした教養教育プログラム、国内
外でのインターンシップ科目などの企画を積極的に行っている。（開設科目数約60科目）

２．取組内容の進捗状況（平成２６年度）

○ 留学生を含んだ卒業生へのアンケート調査実施について

留学生を含めた卒業生に対し、本学のグローバル化にあたって今後の取組みの検討に役立てることを目的に、
ウェブアンケート調査を2月～3月に実施。359件の回答を得た。卒業生の今後の協力の可能性を把握すると供に、
卒業生からの回答については、結果を分析し本学のグローバル化にあたっての基礎データとして役立てる。

○ 在外履修制度の拡充

外国語学部ドイツ語学科で開始した「在外履修制度」では、2014年
度に協定校数が4校から17校へと増加し、協定校から20人の学生
を受入れ、本学学生との活発な交流が行われた。2015年度は31名
の学生の受入れを予定しており、同年度秋学期には、ドイツ語学科
2年次生の79％にあたる57名の学生を協定校に派遣する予定であ
る。現在も協定校の拡大を進めており、さらに学生交流を促進し本
制度の一層の拡充を図る。また、他学科においても同様の在外履
修制度導入に向けた準備に入っている。

〈協定等に基づく学生の派遣・受入数の推移〉



■ 大学の特性を踏まえた特徴ある取組

■ 自由記述欄

■ 大学独自の成果指標と達成目標

○ 海外大学・大学院との連携プログラムの強化

2014年度末現在で、ロンドン大学SOASとのダブル・ディグリー・プログ

ラムが実施され、海外大学院特別進学制度では、フォーダム大学との
間で実施している。新規のダブル・ディグリーについては、ベルリン自
由大学と本学グローバル・スタディーズ研究科グローバル社会専攻と
の間で、日本研究を専攻とするプログラム構築に向けた協議を行って
おり、2015年度中に試行的プログラムの開始を目指している。大学院

特別進学については、ジョージタウン大学及びコロンビア大学ティーチ
ャーズ・カレッジ大学院の2校との間で、それぞれ制度構築に向けて協
議しており、2015年度中に協定を締結する見込みである。

○ 多様な国・地域からの留学生受入

グローバル・キャンパスの実現に向けて、入学者の多様性を確保するため、多様な国・地域からの留学生受入について、海
外指定校からの受入れを促進している。2014年度においては、中国、韓国、インドネシア、ミクロネシア連邦の4カ国（地域）、
計7校から、5名を受入れた。

○ 柔軟かつ多様な受入制度の確立

書類選考のみで入学者を選抜している国際教養学部および理工学部英語コースの秋学期受入れについて、国際バカロレア
（以下、IB）を活用した入試を実施している。また、2016年度入試から、公募制推薦入試においてIB取得者の出願を全学部で
認めることについて決定するとともに、IB取得者を対象とした新規入試制度の導入に向けて検討を開始した。

○ 産業界、国際協力機関との連携協定締結
2014年11月にボルボ・グループと産学教育連携協定を締結。また、国連開
発計画(UNDP)、国連難民高等難民弁務官事務所(UNHCR)、国際協力推
進協会(APIC)、アフリカ開発銀行(AfDB)、国際連合教育科学文化機関
（UNESCO)、東南アジア教育大臣機構高等教育開発センター(SEAMEO-
RIHED)等、数々の国際機関と教育提携協定を結んだ。

それぞれの機関とは、本学学生のインターンシップをはじめ、シンポジウム
やセミナー等の共同実施を展開し、より実践的なプログラムを提供すること
で地球規模の視野を身につける学生の輩出を目指していく。

〈UNDPおよびUNHCRとの調印式〉

○ 海外拠点の展開
既存のルクセンブルク、カンボジア、エジプト、上海に加え、2015年2月
にバンコクに「上智ASEANハブセンター」を開設。ASEAN大学ネット

ワークや「大メコン大学コンソーシアム」との連携強化、現地企業・協定
大学・国際機関等との産学官協働インターンシップの提供、リクルート活
動などを、今後随時開始していく。
2015年3月には、「上智ASEANハブセンター」の開設を記念しシンポジ
ウムを開催。ASEAN地域8カ国から参加者が集まり、当地域の高等教
育の国際化が進むべき方向性や、ASEAN地域で本学が果たしていく役
割について活発に議論し、本学の存在をアピールすることができた。
また、2015年4月には、ケルンとニューヨークにも拠点を開設し、様々な
取り組みを開始していく。

〈 「上智ASEANハブセンター」開設記念シンポジウム 〉

〈海外協定校数の推移 〉

春期休暇中には、ボルボグループのグループ企業であるＵＤトラック（株）で
6名の学生がインターンシップに参加し、マーケティング、ＩＴ部門等で4週間のプログラムを経験した。

○グローバル・アドミッション・オフィスの開設

海外指定校の開拓、また、外国人入試等における渡日前選考の導入に向けて、募集活動、入試実施、入学サポート等に
専従する体制を構築するため、2015年1月から、入学センター内に、グローバル・アドミッション・オフィスを開設。（非常勤嘱
託職員を含む4名体制）



国際化関連

■ 共通の成果指標と達成目標

ガバナンス改革関連

○ ドイツ語学科在外履修派遣の開始
ドイツ語学科の語学必修科目の一部をドイツの協定校で受講する「在外履修制度」により、51名の学生をドイツの協

定校に派遣し、学生は現地でドイツ語の授業を1学期間履修した。一方、31名のドイツ人学生を本学に受入れた。この
制度の発展に伴い、引き続きドイツからの受入留学生も増加しており、ドイツ人留学生と在校生が一緒に受講できるク
ラスを開講するなど、在外履修生が帰国した後の学びの環境づくりにも取り組んだ。

３．取組内容の進捗状況（平成２７年度）

更に、インド・サービスラーニングプログラムに専任職員を2名派遣することより、職員が学生の学びの現場
に直接立ち会って国際理解を深めることができ、グローバル教育の促進を担う人材の育成に繋がった。

○ グローバルＳＤ
AJUC-AP（アジア-パシフィックイエズス会大学連盟）およびIFCU

（国際カトリック大学連盟）、ASEACCU（東南アジア・アジアカトリック
大学連盟）会議にそれぞれ専任職員1名を派遣。海外のカトリック大

学の関係者との交流を通してネットワークをより強固なものにするこ
とができた。また、国連本部に専任職員1名を派遣し、国連グローバ

ルコンパクト（ＵＮＧＣ）の取組を調査し、本学における国際機関との
連携のあり方を考える実地研修を実施した。

○ 学生交流の拡大
（派遣学生数 1,123名、受入留学生数1,847名）

海外協定校は、2015年3月1日現在、51カ国266大学とな
り、前年度から3カ国、33大学増加した。また、派遣留学生
数は、前年度から66名増の1,123名、受入留学生数は、前
年度から297名増の1,923名に増加した。今後も更なる学
生交流の活発化を目指し、本学が目指す「グローバル
キャンパスの創成」の実現に向け、全学で取組んでいく。

1,057 1,123

〈派遣留学生数〉

2014年度 2015年度

〈受入留学生数〉

1,626 1,923

2014年度 2015年度

○アドバイザリーボード（外部評価委員会）の開催
2015年度に本学のグローバル化を図るために設置している「グローバル化推進本部」の諮問機関として、教育研

究の国際通用性を評価するアドバイザリーボード（外部評価委員会）を設置した。アドバイザリーボードは国内外の
学外有識者によって構成され、本学のグローバル化における企画立案、実行にあたり、第三者の立場から評価や
助言を与えることを目的としている。12月に開催された第1回の会合には11名のメンバーのうち8名が出席し、「グ

ローバル化社会における教養教育のあり方」というテーマを中心に活発な意見交換が行われた。本学の直近の取
組みを踏まえ、これまでに培われた基礎教育に一定の評価がなされる一方、急速化するグローバル化社会におけ
る教養教育を考える際には、改めて教養教育そのものや教育のグローバル化、教育によって目指す人材像の定
義も見直していく必要があることなどが指摘された。

教育改革関連

●インターンシップ科目の開始
インターンシップ科目を3科目新設（「グローバルビジネス」、「国際協力の現状と課題」、「ボルボグループインター

ンシップ」）。春学期・秋学期合わせて28ヶ所の企業・機関に55名の学生を派遣した。参加した学生の中から、交換

留学や長期のインターンシップへの派遣が決定しており、大学で学んだ専門知識や技能をグローバル社会の中で
どのように活かすのか、残りの大学生活で何を学ぶべきかといった気づきを得られる機会を提供している。

● 企業・国際機関と連携した多彩な授業を開講
ボルボグループとの連携講座「グローバル企業のビジネス展開」、豊田通商・JICA・アフリカ開発銀行との連携に

よる「アフリカにおける開発援助とビジネス展開」、三菱総合研究所との連携によるデータサイエンス関連科目等を
新規開講した。

○ 留学アドバイザーの継続と英語学習アドバイザーの導入
2015年1月から開始した留学カウンセリング制度は、専門の知識を持つ留学カウンセラーを配置し、個別の留学カウ

ンセリングを行っている。過去1年間（2015年1月～12月）でのべ1,001人（月平均83人）の学生が本制度を利用し、学
生から好評を得ている。また、2015年9月からは英語の学習をサポートする英語学習アドバイザーを配置。スピーキン
グ、リスニングといったスキル別の相談に加え、TOEFLやIELTSといった留学に必要な語学スコアの向上のための相
談全般に対応した。（相談件数：2015年10月～3月でのべ200件）

インド・サービスラーニングプログラムの様子

○ グローバル教育センターの全学組織化
2015年4月よりグローバル教育センターが全学組織化され、以下のような特徴的な取組を行った。

＊人数は通年でカウント



■ 大学の特性を踏まえた特徴ある取組

■ 大学独自の成果指標と達成目標

○ 海外大学・大学院との連携プログラムの強化

ニューヨークのコロンビア大学ティーチャーズカレッジ
（CUTC）と大学院特別進学にかかる教育連携協定を締結。こ

の協定によって、進学を希望する本学の学生は、推薦を通し
て通常より早く選考結果の通知を受け取ることができる等、優
先的な選考プロセスを経ることが可能となる。このような協定
が結ばれるのは、同じくニューヨークのフォーダム大学に続き2
校目となる。

この教育連携協定を利用し、本学の学生2名がCUTCへ進
学することが決定。フォーダム大学へも1名の学生の進学が決

定した。今後も海外大学との同様の教育連携協定数を増加さ
せ、本学学生の海外進学先への選択肢を拡大していくことを
目指す。

○ 海外指定校数の増加
2013年度より海外指定校からの学生受入れを開始しているが、新たにベトナムにある高校1校、台湾にある高校4校、タイ

にある高校1校と協定を締結し、これにより海外指定校協定締結校は6カ国13校となった。内訳としては中国1校、タイ1校、ミ
クロネシア連邦国1校、インドネシア2校、韓国3校、台湾4校、ベトナム1校。海外の優秀かつ多様な高校と海外指定校にかか

る締結を結ぶことにより、入学者の質の確保と多様性が生み出され、グローバルキャンパスの創設に寄与することとなる。今
後も質を担保しながら海外指定校数の拡大を目指していく。

10月25日には、本学において協定締結を記念してCUTCとの合同のシンポジウムを開催。”Why we need evidence-based 
education policy and practice”をテーマに、様々な分野で活躍されてきた両校の参加者で議論を深め、今後の良好なパート
ナーシップ作りを構築することができた。

○ 海外協定校教職員を招聘し、ワークショップ・シンポジウムを開催

アジアの協定校から教職員を招聘し、職員のグローバル化をテーマにし
たワークショップとシンポジウムを開催した。今回は以前から本学と連携が
深いアテネオ・デ・マニラ大学（フィリピン）、チュラロンコーン大学（タイ）、マ
レーシア国民大学より、各大学のグローバル化を担う教職員3名を招いた。

シンポジウムの前日に開催されたワークショップでは、お互いの大学の事
例を紹介し合い、意見交換を行った。翌日のシンポジウム冒頭では、各大
学におけるグローバル化の取組みや成功事例を発表し、その後本学職員
を交えてパネルディスカッションが行われ、大学のグローバル化に職員がど
のように携わっているか、また今後の課題とは何かについて活発な議論が
交わされた。

今回のシンポジウムは、企画、準備、運営の全てを本学の若手職員が担
当し、本学の目指すグローバルＳＤの一環としての機能も果たした。 〈アジア4大学国際シンポジウムの様子〉

〈ＣＵＴＣとの教育連携協定締結記念シンポジウム〉

■ 自由記述欄

○ 海外拠点の展開
ケルン、ニューヨークでオフィスを開設

2015年4月にケルンオフィスとニューヨークオフィスが開設され、本学の
海外拠点は全部で7拠点となった。ケルンオフィスでは、今年度から派遣
が開始されたドイツ語学科の在外履修生51名のためのサポートと現地

での最終試験の実施などを行った。またニューヨークオフィスでは、長期
休暇中に実施された国連における実践型プログラムにおいて、プログラ
ム運営への支援・協力を行った。一方、既存のバンコク（タイ）のASEAN
ハブセンターでは、タイに留学中の本学学生を対象としたスタディーツ
アーが実施され、卒業生のネットワークも活用しながら、国際機関や日
系企業への訪問も行い、ツアーの運営にあたり重要な役割を果たした。

このように、各拠点ではそれぞれの特色を活かしながら、本学の目指
す教育研究のハブ機能としての役割を担っている。〈 ケルンで行われたドイツ語学科

在外履修最終試験の様子 〉



国際化関連

■ 共通の成果指標と達成目標

○ 実践型プログラム・海外インターンシップ科目の拡充
海外短期プログラムは、本年度に新たに本学の特性を活かした特徴的なプログラム5コースが開発され、そのうち海

外でフィールドワーク等を通じて実践的に学ぶ「実践型プログラム」では、ワシントンＤＣ、メコン流域、ベナンでスタ
ディーツアーが初めて実施された。海外短期プログラム全体の派遣数は581人（前年度比85人増）となった。単位付与
を伴う海外インターンシップとしては、新規に3ヶ所の実習先を開拓し、8ヶ所の実習先に12名（前年度比2名増）を派遣

した。留学先、留学プログラム、海外インターンシップ先の多様化により、従来以上に多彩な海外学修が可能な環境が
整ってきている。

ガバナンス改革関連

○ アドバイザリーボード（外部評価委員会）を2回開催
5月、2月の2回にわたり国内外からの有識者から成るアドバイザリーボードを開催した。「海外から質の高い

学生をどのように獲得するか」 「外部からの教育研究資金を得るためのアイデアについて」をそれぞれテーマと
し、本学に必要な取組や考え方など、様々な立場から積極的に提言いただいた。

○ グローバルＳＤ
ASEACCU（東南アジア・アジアカトリック大学連盟）会議に専任職員1名を派遣し、

カトリック大学としてのグローバル展開のあり方を考える機会となった。また、専任職
員1名が、ニューヨーク国連本部で実施される実践型プログラムを引率するとともに、

国連広報局ソーシャル・メディアチームでの研修に参加し、広報活動におけるソー
シャルメディアの活用について研究を行った。

○ 留学生向けインターンシッププログラム・日本語科目の拡充の開発

企業インターンシップとの連結プログラムを開発するための日本語担当
の特任教員及び、日本語科目拡充のためのプログラム開発に携わる特
任教員をそれぞれ継続採用した。当該教員は関連部署と連携して、
2017年度開講の「留学生のための日本経済入門（CLIL科目）」と「イン
ターンシップのためのビジネス日本語」を開講する準備を整えた。

教育改革関連

○ JMOOCの配信
9月に「アンコールワット研究－『人間』を考える総合学習としての新地

平－」を、英語・日本語による字幕付で配信し、国内外から多くの受講生
を集めた。3月にはバンコクで開催された国際会議「The 1st Asia-Pacific 
MOOCs Stakeholders Summit」にて本学職員による事例発表を行った。

〈メコンスタディ－ツアー有機農場訪問 〉

○ 全学部の入学試験にTEAP4技能を導入
2017年度入学試験より全学部学科でTEAPの出願基準を4技能とした。また、「TEAP利用型入試」の広報活動を全国

展開したことにより、前年度とほぼ同数の志願者数（4,460名）を獲得できただけでなく、他大学に先駆け外部試験の一
般入試への積極的な活用といった点において、先導的な役割を果たすことができた。

○ 留学生アンケート

日本語による学位取得が可能な課程に在籍する留学生全員を対象に、大学教育から学生生活支援まで幅広く調査を
行った。調査の結果を受け、学生サービス改善や2018年度以降のカリキュラム策定の検討材料とする。

○ 教員評価制度の導入
2016年度に教員評価制度の骨子を決定し、2017年度よりトライアル導入を行うこととなった。本制度の目的は、

加点評価による教員のモチベーション向上、教育・研究活動の推進・奨励であり、優れた業績をあげた教員に対し
て、教員活動推進奨励手当を支給する。

○ 交換留学派遣学生数の増加
交換留学協定校を47カ国、260校までに拡大し（前年度比7カ国、20校

増）、交換留学の派遣学生数は394人（前年度比35人増）であった。

〈 アドバイザリーボード 〉

４．取組内容の進捗状況（平成２８年度） 【上智大学】

〈 JMOOC「アンコールワット研究」〉

○ IR (Institutional Research) の推進
財務情報や各種ベンチマークの分析結果を共有できる「Tableau Server」のシステム構築を実施し、ＩＲによる大

学の意思決定支援ツールとして、理事や学長・副学長に向けて最新の状況をレポーティングできる体制を整えた。



■ 大学の特性を踏まえた特徴ある取組

・ 「Innovations in Student Mobility 」
1月27日、タイ・バンコクのチュラロンコーン大学政治学部の会議場において

「Innovations in Student Mobility: How We can Cultivate Social Responsibility 
for Sustainable Development」と題した国際シンポジウムを開催した。本シンポジ

ウムは、チュラロンコーン大学政治学部の全面協力の下、同大政治学部内にバン
コク拠点を有する本学、名古屋大学、東洋大学が、タイで初めて共同開催したもの
であり、約60名の参加者を迎え、率直な議論を通じて、タイをはじめとするASEAN
域内での今後の学生交流をはじめとした協力関係の強化、実践型プログラム構築
の検討に資する有意義な内容となった。また、本シンポジウムを通じて、現地での
ASEANハブセンターのプレゼンスを向上させることができた。

■ 自由記述欄
○ 中国連絡処（北京事務所）の開設

11月より新たに北京事務所を開設した。12月に本学教職員が内モンゴル

へ出張し、海外指定校の開拓と協定校訪問を行った際、訪問先のアレンジ

や現地の同行を中国連絡処のスタッフが担い、協定校との連携強化や海外

指定校協定締結に向けた交渉において重要な役割を果たした。

本学は近年、中国有力大学との交流提携に力を入れており、中国連絡処

は有力大学と本学を結ぶ重要な架け橋になることが期待されている。中国

連絡処では本学への入学斡旋にも積極的に活動を行っており、2017年春

学期には17名のNon-degree生が中国連絡処を経由して入学した。

〈 「国際高等教育とアカデミック・モビリティー」 〉

〈北京事務所開設記念式典 〉

■ 大学独自の成果指標と達成目標

○ 海外指定校の増加
新たに3つの高校と海外指定校としての協定を締結し、2017年3月末時点で本学の海外指定校は計15校となった。

海外指定校の国と地域は、韓国・中国・インドネシア・ミクロネシア連邦・ベトナム・台湾・タイ・アメリカ・内モンゴルと
多岐に渡り、多様な人材の受入確保に貢献している。また、「随時選考方式(Rolling Admissions)」を導入することで、
円滑な入試と受入が実現されている。

○ 国際バカロレア（ＩＢ）入学試験の導入
2017年度入学試験より、主体的に学ぶための知識や思考力、明確な目標を持って学ぶ意欲、語学力を含むコミュニ

ケーション能力などを重視した国際バカロレア（ＩＢ）入学試験を導入した。
本試験はＩＢ資格取得者を対象としており、第1期、第2期募集を合わせて、30名の出願があり、22名が合格した。こうし

た入試制度の多様化により、国内外からの多様な人材を受入れ、グローバルキャンパスの創成につなげていくことが期
待される。

〈 「Innovations in Student Mobility」 〉

【上智大学】

○ ＦＤ・ＳＤ講演会の実施
Dennis McNamara氏 （ジョージタウン大学特別学長補佐）、Michael Sheeran氏

（北米イエズス会大学連盟会長）による講演会を実施した。教職員を主な対象とした
FD、SD講演会の位置づけで、「グローバル化社会におけるイエズス会教育の実践」

と題し、イエズス会士として長年米国の大学で教鞭をとる傍ら国際的に活躍を続けて
きた経験を基にお話いただいた。70名を超える教職員の参加者があり、講演会後は

活発な質疑応答も行われ、イエズス会教育やグローバル化の意味について考えを深
める有意義な機会となった。

・ 「国際高等教育とアカデミック・モビリティー」
5月20日、日本学生支援機構の協力の下、四谷キャンパスにおいて

「国際高等教育とアカデミック・モビリティー」をテーマに国際シンポジウ
ムを開催した。高等教育の国際化の在り方について議論するため、ＥＵ、
北米、アジア、オセアニアの教育担当者、さらにはＯＥＣＤ、東南アジア
教育大臣機構など高等教育の国際化を推進する地域機構で活躍する
専門家が集まり、各国・地域での高等教育の実情の発表と、様々な違
いを乗り越えてどのような取組を行っていくことが望まれるのか、活発な
議論が行われた。またこれに先立ち、午前中にはパネリストを集めたク
ローズドセッションが行われ、杉村副学長が日本の高等教育の現状や
本学の取組みを紹介し、本学のプレゼンスを高めることができた。

〈 「グローバル化社会における
イエズス会教育の実践」 〉

○国際シンポジウムの開催



国際化関連

■ 共通の成果指標と達成目標

○海外短期派遣プログラムの充実

海外短期派遣プログラムは、「ミクロネシア・エクスポージャーツアー」、「インドの社会経済・人間開発を学ぶ」、「国際公務
員をめざして（実務型国連集中研修）」、「コインブラ大学ポルトガル語短期語学講座」、「エストニア・スタディツアー」、「アフ
リカに学ぶ（南アフリカ）」の6コースを新たに開発。アフリカへは、初めて春秋年2回の実践型プログラム派遣を実現した。
短期派遣プログラム数は合計45となり、多種多様な内容と渡航先を揃え、当該年度の短期派遣学生数は574名となった
（前年度比3％増）。

○短期受入プログラムの拡大
既存のプログラム（夏期2、冬期1）に加えて、テイラーメイド型のプログラムを積極的に実施し、留学生受入数の大幅

増につなげた（平成29年度1,044名、前年度比68％増）。また、短期受入プログラムのシステム改修により、学生が受講

希望科目を事前に確定できるなど、より出願しやすい環境を提供できるようになり、留学生受入数の大幅増だけでなく、
受付業務の簡素化に寄与した。

ガバナンス改革関連

第1期国際アドバイザリーボードメンバーによる通算4回目の会議を7月に
開催し、過去2年間の議論を踏まえて提言のとりまとめが行われ、本学の

「グローバル化推進本部」に提出されるとともに、理事会をはじめとする学内
の会議体で共有された。提言内容は、今後の大学全体のグローバル化の
施策の中で活用されることとなる。また、10月にはメンバーの入れ替えを行
い、「英語による学位プログラムの展開について」と題して3月に新メンバー
による第1回目の会議を開催し、現在本学で検討を重ねている新たな英語

による学位プログラムについて具体的な提言がなされ、今後の検討に向け
て有意義な知見を得ることができた。

○IRによる分析、政策決定への取組み
前年度までに構築したIR推進体制を活用し、各種公開データを基に世界大学ランキングにおける本学の位置づけについ

て分析を行い、ファクトブックに掲載して広く共有を図った。また、学生の学修成果の測定調査を基に多角的な分析を行い、
調査結果を学内役職者に共有し、教学にかかる政策の検討へとつなげた。

教育改革関連

○英語による新たな学位プログラム構築のための検討
6学科が連携して構築する新たな英語による学位プログラムについて、カリキュラムや入試の概要等の検討を進め、内

容を踏まえて最終的な名称を「Sophia Program for Sustainable Futures」(SPSF)に決定した。平成32年度の開設を目
指し、引き続き細部の検討を継続していく。

イエズス会5大学グローバルリーダーシッププログラム

○国際会議、カトリックネットワーク国際会議への出席を通じた連携の強化
NAFSA、EAIE、APAIE、イエズス会大学連盟主催国際教育会議等への出席
を通じて、既存の協定校や新規協定候補校と面会し、積極的なネットワーキン

グを行ったほか、チュラロンコーン大学（タイ）、フォーダム大学（米国）とダブルディグリープログラムにかかる協議を行っ
た。交換留学協定校は55カ国284校にまで拡大し、長期の交換留学生は受入、派遣ともに拡大している。

○イエズス会5大学グローバルリーダーシッププログラムを主催
東南アジアのイエズス会系5大学で実施する「グローバルリーダーシッププロ

グラム」（GLP）のホスト校として、1週間のプログラムを実施。韓国、台湾、インド
ネシア、フィリピンからの学生と本学学生を合わせた総勢28名の学生が、「イエズ

ス会的リーダーシップと都市の再生」というテーマの下、都市化の課題や各都市
の個性を作り上げる要素について議論を重ね、親睦と連帯感を深めた。

7月開催の アドバイザリーボード会議の様子

５．取組内容の進捗状況（平成２９年度） 【上智大学】

○新規プログラムに関する海外でのニーズ調査の実施
検討中の上記の新規プログラム（SPSF）に関連し、交流実績のある東南アジアの複数の協定校及び高校に協力を仰

ぎ、進学意向調査を実施。7ヶ国の計400名以上から回答を得ることができ、今後のプログラムのカリキュラム設計や広
報活動に資するニーズを把握することができた。

○国際アドバイザリーボード（外部評価委員会）の開催、第1期提言の取りまとめ



■ 大学の特性を踏まえた特徴ある取組（タイプBのみ）

○日本語スピーチコンテストの開催

本学で日本語を学ぶ留学生に、学習成果を公の場で発表する機会を与え、日本
語学習に対する意欲や能力向上の一助となることを目的とし、構想計画に基づいて
「第1回上智大学留学生日本語スピーチコンテスト」を実施。1次審査を通過した8名
（初級・中上級各4名）が本選に出場し、自由テーマで各自が独創的なスピーチを披

露した。出場者には国際交流サークルの日本人学生が練習相手として協力するな
ど、キャンパス内の異文化交流の機会にもなった。コンテストの様子はホームペー
ジや広報誌、日本語授業で幅広く紹介され、留学生の日本語学習意欲の向上につ
ながった。

■ 自由記述欄

○ロサンゼルスオフィスの開設

構想計画にある米国西海岸における拠点の設置について検討を進め、2月末に現地で国際教育事業を営むライトハウス

社への委託により、ロサンゼルスに拠点を設置できる見込みとなった。本学の学生募集活動の戦略において、海外からの優
秀な学生の確保は喫緊の課題であり、特に米国では「新二世」（日本生まれの両親をもつ米国育ちの日本人）への募集活動
の強化が懸案となっていた。本拠点の設置により、本学の交換留学協定校も多く、派遣、受入ともに学生交流が盛んな米国
西海岸での国際広報や、現地高校、日本語補習校、学習塾での企画業務を中心とした募集活動強化のための機能・役割を
果たすことが大いに期待できる。

アントニオ・グテーレス国連事務総長を迎えて学生と市民を対象とした特別講演会
「グローバル課題～『人間の安全保障』の役割」を開催。講演後には本学を含む国
連アカデミック･インパクトに加盟する13大学から参加した学生と討論会を行った。

また、フィリッポ・グランディ国連難民高等弁務官を招き、難民保護における教育の
役割、日本の支援のあり方等をテーマにした講演会を開催した。

12月には、映像回線を通じて学生がバチカンの教皇フランシスコと直接対話する
イベント「教皇フランシスコと話そう」を開催。700人を超える学生、教職員が参加し、
大学における勉強の目的や教育、宗教などをテーマに活発な対話が行われた。
さらに、10月には社会的公正教育に詳しい国際的に著名な専門家を招聘し、国際

シンポジウム「マジョリティ『特権』の概念と日本における社会的公正教育の可能性
と未来の探求：アメリカの事例から学ぶ」を開催。基調講演の後、本学教員がコー
ディネートしてパネルディスカッションを行い、今後の研究活動上の課題や教育への
還元方法が活発に議論された。

日本語スピーチコンテスト表彰式の様子

■ 大学独自の成果指標と達成目標

○海外指定校の拡充
新たに6つの高校と海外指定校に関する協定を締結し、平成30年3月時点で本学

の海外指定校は21校となった。平成29年度秋学期には24名の学生が在籍した。

今年度新規締結校は内モンゴル、インド、タイ、カンボジアと多岐にわたっており、
多様な人材の受入確保に貢献している。

○グローバルSDプログラムによる職員の海外実地研修の実施
グローバルSDプログラムの一環で、職員を東南アジア・東アジアカトリック大学連

盟国際会議、Association of International Education Administrators(AIEA) 年次
総会、国連集中研修「国連の役割と機能」、「メコン経済回廊スタディツアー」に派遣。

それぞれ、本学の教育精神への理解を深めたり、東南アジアにおける障がい学生支援の状況を学んだり、高等教育のグ
ローバル化や国連におけるアウトリーチ活動について学んだり、学生研修の企画運営を行ったりと、いずれも派遣された職
員のグローバル対応能力を高める有意義な実地研修の機会となった。

新たに海外指定校となった呼和浩特市第二中学
（内モンゴル）

【上智大学】

○「Student Integration Program」の実施に向けた体制作り
留学生と国内学生が学内のさまざまな局面で融和し、相互理解を深めることを目的とした「Student Integration Program」 の

実施に向けた企画・調整・実施を担う職員1名を配置。その拠点として、学生相互支援室（SSIC）を11号館1階に設置した。早

速、留学生と国内学生を交えたバザーや、日本文化体験、留学生の出身国の文化体験など、活発な活動を展開し、プログラム
に参加した学生は、多様な学生と関わりを持ち、様々な国の文化を学び体験することを通じて、学生同士の相互理解を深める
機会を持つことができた。

○海外における入試広報の強化

海外における入試広報の強化の一環として、アムステルダム（オランダ）、フランク
フルト、デュッセルドルフ（ドイツ）においてIB入試のPR、及び海外指定校拡充のため

の調査を行った。海外指定校入試制度による志願者は増えており、指定校拡充のた
めの施策の成果が表れている。

○国連事務総長、国連難民高等弁務官による講演会、教皇フランシスコとの対話イベント、国際シンポジウム等の開催

アントニオ・グテーレス国連事務総長講演会
（12月）
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